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研究成果の概要（和文）： 

 中学校では２０１２年度から完全実施される新学習指導要領で、部活動が教育課程との関連
づけを留意することが求められた。これを受けて、中学校の部活動の実態、教師の部活動指導
の様子などを、質問紙調査やインタビュー調査によって明らかにした。その結果、部活動が教
師の任意と善意に支えられて、中学生にスポーツ芸術活動を均等に享受する機会を提供してい
るものの、教員差や地域差などが非常に大きいことを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The new government course guidelines for the junior high school defined relating the 

club activities called “Bukatsudo” with a curriculum. In response to this, we clarified 
the actual condition of “Bukatsudo” of a junior high school, and the situation of 
teachers’ “Bukatsudo” instruction through questionnaire and interview investigation.  
 As a result, we clarified the following three points.  
“Bukatsudo” is materialized by the teachers’ arbitrary and goodwill. 

 “Bukatsudo” offers equally the opportunity for junior high school students to 
participate in sports and art. 
 There are disparities in “Bukatsudo” by teachers and by the regions. 
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１．研究開始当初の背景 
中等教育段階の部活動は、前学習指導要領

下ではクラブ活動の廃止によって制度的裏
づけがなかった。その理由として、少子化や
教員の高齢化で、生徒のニーズに応える活動

の維持が難しくなったことと同時に、教育の
自由化や学校のスリム化といった教育改革
の方向性があったことが挙げられる。だが、
我々研究グループの研究で、①部活動加入者
と地域の文化・スポーツ活動加入者との間に、
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家庭の経済的格差がみられ始めていること、
②しかしながら、当初予想されていたほどに
は、部活動加入率は低下せず、また、地域社
会との連携／への移行も進まなかった、つま
り教員が部活動を手放さなかったことの２
点が明らかになった。そして、2008年度に出
された新学習指導要領では、部活動が教育課
程と関連づけられることになった。 
 しかし、現状を制度的に追認すれば部活動
という実態が保障されるかというとそうで
はない。部活動の実情は、制度的な裏づけの
有無に拘わらず、①部活動の意義や役割、②
部活動指導にあたっての、顧問教員による管
理・技術指導上の課題、③顧問教員に対する
勤務面でのサポートに関する課題の３点が
十分に検証・検討されないままに、顧問教員
の任意と善意によって成り立っている。これ
らの課題を解決しなければ、学習指導要領に
よって部活動を教育課程と関連づけて制度
的な裏づけを担保しても、学校教育活動の現
場では、実態は変わらず、保障もされないま
まになってしまう。そこで、これらの課題に
ついて、学術的な調査を行って、調査データ
に基づく検証を行い、部活動が教育課程と関
連づけられた状態での学校教育活動のあり
方の模索に資する知見を提出することが、次
期学習指導要領の十全な実施に不可欠かつ
喫緊の研究課題であるとの着想に至った。 
 
２．研究の目的 
本研究は、2012年度から完全実施される学

習指導要領において中学校の部活動が教育
課程と関連づけられることをふまえて、実際
の指導現場に即して、部活動が教育課程と関
連づけられた状態での学校教育活動のあり
方の模索に資する知見を提出することを企
図するものである。 
 そのために本研究は以下の３つの目的を
設定する。第一に、中学校教育において部活
動が果たす意義や役割として、部活動指導が
教科・進路指導に与える効果という臨床教育
学的な課題について検証する。第二に、教育
課程と関連づけられた部活動の管理・技術指
導の確立という実践的な課題について検討
する。第三に、教育課程と関連づけられたこ
とで部活動指導が限りなく職務化すると予
測される教員の勤務面でのサポート体制の
確立という政策的課題について検討する。第
一の目的である部活動指導の意義や役割を
教科・進路指導に与える効果という側面から
検証した結果をふまえて、第二、第三の目的
として検討された実践的・政策的課題を提示
することで、新学習指導要領の十全な実施に
資することが本研究全体の目的である。 
 
３．研究の方法 
本研究は、学習指導要領とのかねあいで中

学校のみを対象とし、新学習指導要領の完全
実施年度と目されている 2011 年度までの４
年間の研究期間を設定し、その間に次の６つ
の調査を通して研究目的の達成を期する。①
教員対象の質問紙調査、②管理職対象の質問
紙調査、③中学生対象の質問紙調査、④教育
委員会対象の質問紙調査、⑤教育委員会・中
体連・中文連対象のインタビュー調査、⑥中
学校における部活動や授業場面の観察調査。 
第一の目的である、部活動指導が教科・進

路指導に与える効果については、部活動指導
に携わる教員から経験的にそのような効果
があるという意見を耳にしてきたが、そのこ
とがきちんと検証されたことはない。そこで、
①③⑥の調査を通してその効果について検
証する。第二の目的である、部活動の管理・
技術指導の確立という課題については、「管
理顧問」という関わり方や外部指導員の技術
指導が問題になっているが、教育課程と関連
づけられることで、教員・外部指導員それぞ
れの部活動指導への関わり方の再検討が求
められる。そこで、①②③④⑤⑥の調査を通
してその課題の析出を行う。第三の目的であ
る、顧問教員に対する勤務面でのサポート体
制の確立という課題については、現状では勤
務手当、技術指導のための研修、部活動運営
上の経費などの面で顧問教員の任意と善意
に任されていているが、教育課程と関連づけ
られることで、そのサポート体制の確立が求
められる。そこで、①②④⑤の調査を通して
その課題の析出を行う。 
 
４．研究成果 
 本研究の主たる成果は、大きく以下の６点
にまとめられる。 
 第一に、８都県の中学校を対象に行った部
活動指導に関する調査から得られた知見で
ある。具体的には、以下のとおりである。 
 新中学校学習指導要領の総則において、部
活動を「教育課程との関連が図られるよう留
意すること」が明記され、それにあたり「地
域や学校の実態に応じ」て対応することが求
められたことを受けて、各学校での部活動指
導と学習指導・生徒指導の実態と意識につい
て、組織としての部活動や学校という側面か
らも捉えるべく、８都県の公立中学校とその
教師を対象に実施した質問紙調査のデータ
に基づき、分析と考察を行った。 
 学校調査から、学校規模と部活数、部活動
の義務付けの状況、顧問の決定経緯と顧問の
割合、教育目標における部活動の取り扱いの
４項目の分析と考察を行った。学校規模によ
って部活数は大きく異なり、とくに、小規模
校になると、部活数が少ないだけでなく、文
化部が設置されないケースが目立った。また、
顧問の決定経緯を調べると、３割ほどの教員
が、これまで経験したことのないスポーツ・



 

 

芸術活動の部の顧問になっていることがわ
かった。 
教師調査から、顧問教師の部活動への取り

組み状況、指導体制と外部指導員の参与の状
況、活動経験、部活動の課題、学校業務と部
活動への取り組みの関係、教職観・指導観と
いう６項目のトピックを立てて、それぞれの
実態やその背景について教育社会学的な観
点からの分析・考察を行った。顧問教師の部
活動への取り組みは、部活動指導への参加状
況をふまえて、①平日も土日も熱心に指導に
あたるタイプ、②平日のみ熱心に指導にあた
るタイプ、③土日のみ熱心に指導にあたるタ
イプ、④平日も土日も消極にしか関与しない
タイプに分けることができた。そのタイプに
よって、担当している部活動のスポーツ・芸
術活動の経験の有無や学校業務への取り組
み状況、教職観・指導観などに違いがあるこ
とを明らかにした。また、部活動の課題につ
いては、タイプによって課題の捉え方の違い
がある点もみられたが、その他にも地域性や
スポーツ・芸術活動の種類の違いによっても
課題の捉え方が違うことがわかった。 
 
第二に、各地の教育委員会を対象にインタ

ビュー調査から得られた知見である。 
もともと教育課程外の活動であった部活

動は、教育課程内の活動に比べて保護者や地
域社会との関わり方ははるかに多様であり、
かつその関わり無しには成り立たないケー
スが非常に多い。また、地理的文化的な特性
にも強く影響を受けている。このことは、今
までもそれぞれの学校ではわかっていたこ
とではあるが、教育課程との関連づけを図ろ
うとすることによって、より自覚的になった
と考えられる。 
そのため、都道府県、区市町村によって、

教育課程との関連づけ方として検討されて
いる点も以下にまとめるように非常に多様
なものであることがわかった。①教科の学習
活動との関連づけを図る。②特別活動との関
連づけを図る。③教育課程になるべく大きな
影響を与えないような位置づけ方を図る。 
以上のような部活動と教育課程の関連づ

け方の多様性は、それぞれの学校の特徴とな
りうるものである一方、その多様性故に、教
員や関係者の負担増になる可能性もあると
予想される。制度を適切に運用できるだけの
人的、物的、経済的な保障を検討していくこ
とが課題として指摘できる。 
 
第三に、中等教育段階での部活動を中心と

したスポーツ・文化活動の背景として、学校
外での習い事の状況を確認するアンケート
調査から得られた知見である。 
これまで部活動を含めた学校外の習い事

については、体系的な調査が行われたことが

なく、学校の教科以外の場で子どもがスポー
ツや芸術活動を享受する機会がどのような
状況にあり、そこにみられる差がどのような
要因によるものだったかは明らかにされて
いなかった。しかし、本調査で、家庭環境や
地域特性によって、とくに就学前や小学校段
階では大きな違いがあること、それに対して
中等教育段階では、部活動によって家庭環境
や地域特性による格差が縮減されることが
わかった。 
 ここから、部活動の社会階層的な意義があ
ることが指摘できる一方、今後のスポーツ・
文化政策の立案にあたって、地方自治体等公
共が提供するスポーツ・芸術活動の機会、部
活動、民間のスポーツ・芸術の習いごとが、
それぞれの地域特性に合わせてバランスよ
く活動の担い手となっていくことが求めら
れると提言した。 
 
 第四に、僻地の小規模中学校の部活動のフ
ィールドワークから得られた知見である。 
 これまでの調査から、マクロに捉えると、
部活動は、家庭環境や地域特性によらず、子
どもたちにスポーツ・芸術活動の機会を享受
する役割を担っていることが明らかになっ
た一方で、それは、あくまでも民間の活動機
会に比べて相対的に格差是正の役割を担っ
ているというだけのことであり、ミクロにみ
ていけば、部活動によってもなお地域差は歴
然として存在していることがわかってきた。 
 そこで、その地域差の様子をよりはっきり
捉えるために、鹿児島県の離島の小規模校を
対象にフィールドワークを行った。その結果、
全校生徒が 50 人にも満たないような小規模
校では、都市部のように多くの部活動を設置
することもできないし、指導体制も十分では
ないが、その一方で地域社会や保護者の職業
の状況や文化芸術・スポーツ活動の状況と中
学校の部活動のあり方とが相互に強く関連
し合っていることがわかった。つまり、「部
活動は地域社会の文化」であることが明らか
になった。この特徴は、中学校の側にとって
のものだけでなく、地域社会にとっても、そ
の地域社会の伝統行事や伝統芸術といった
文化を存続させていくという観点から相互
に依存し合っている関係にあることをうか
がわせるものである。今後の地域社会と学校
の関係を考えるにあたって、部活動が重要な
接点になるのではないかと考えられる。 
  
 第五に、８都県の教育委員会対象のアンケ
ート調査から得られた知見である。 
2012 年度から中学校の新学習指導要領が

完全実施されることをふまえて、部活動の教
育課程との関連づけの留意等に関して、各地
の教育委員会がどのような理念をもち、どの
ような取り組み状況にあるかを調査した。 



 

 

新学習指導要領において部活動を教育課
程と関連づけるよう留意することが求めら
れたことに対して、そのための方針を示した
り、制度的な支援をする体制・制度を整えた
りしている教育委員会はほとんどなく、個々
の学校に任せていることがわかった。本来、
学校現場で部活動指導に従事する顧問教員
の負担を軽減するために示された学習指導
要領の規定は、むしろ顧問教員の負担を増す
方向に向く危険性を秘めていると考察した。 
一方、社会教育施設・社会教育関係団体との
連携は、学習指導要領の規定以前から各地で
多様に取り組まれ、それを支える制度をもつ
教育委員会が一定数あることがわかった。 
 
 第六に、高校・大学進学のあり方が多様に
なってきた今日、部活動は進路形成の機能も
担っているが、その実態と功罪を明らかにす
ることを目的に行った体育会所属大学生対
象の質問紙調査から得られた知見である。 
 高校や大学で運動部活動による推薦で大
学進学した学生は、大学の学習にあまりつい
ていけていないこと、部活動以外の友人関係
が希薄であること、卒業後は当該スポーツと
は関わりのない進路を希望している割合が
高いことなどが明らかになった｡ 
 大学生の学力問題や、卒業後の進路形成は、
今日の高等教育の大きな課題となっている
が、部活動を通した高校や大学への進学は、
上位の学校段階への進学だけを考えれば、多
様な進学形態を保証しているものの、さらに
卒業後の進路形成を考えたとき、課題がある
のではないか、中学校・高校段階での部活動
を通した進路指導のあり方も考え直すべき
ではないかと考察した。 
 
 なお、本研究では、2011年度末に、５都県
で中学生対象の質問紙調査を行った。この調
査は、新学習指導要領がある程度定着した段
階での部活動の実態と機能や課題を検証す
るための比較群として行ったものであるが、
調査実施時期が２０１１年３月であったた
め、本科研費研究期間内には分析・考察が終
わっていない。 
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